
◎基本情報

主

副

● 対象 ○ 対象外 ● 対象 ○ 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ● 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 27,823 38,040 25,574 66,920

事業費

の内訳

令和3年度決算

パンフレット制作　６９４千円
その他啓発・ＰＲ活動費　５１千円
事務費等　１，７８９千円

令和4年度予算

業務委託による啓発　６，６００千円
地域協議会運営委託　６，０００千円
発生土運搬路除雪対策費　５，７５０千円
パンフレット制作　１，４２０千円
その他啓発・ＰＲ活動費　４１９千円
事務費等　２，８１１千円

人工 3.5 3.2 3.2 6.1

人件費 25,200 23,040 23,040 43,920

事業費 2,623 15,000 2,534 23,000

うち特定財源 0 0 0 0

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

0 年度

関連法令・条例・
要綱等

全国新幹線鉄道整備法

他都市の状況

・北海道：道内外におけるＰＲのほか、開業後もイベントを積極的に開催。
・函館市：開業後も地元や沿線各地でイベントを積極的に開催。
・全沿線自治体：鉄道・運輸機構と協力して、工事説明会、発生土受入地説明会を開催

実施結果

＜令和３年＞
・工事説明会　４回（札幌都心部、星置工区、札幌工区、桑園工区）
・手稲山口発生土受入地オープンハウス　２日間
・手稲山口地域協議会　２回
・啓発・ＰＲ活動の実施回数　５回
・中央への要望活動　１回

事業実施における
工夫点

専門的なノウハウを有するコンサルタント等に業務を委託。イベントの活用や啓発品の作成・配布など、より多くの
人々の目に留まるようなＰＲ手法により、年間を通じて実施。北海道や沿線自治体等との連携により効果的に実
施。

対象者 札幌市民全般 開始 0 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

建設事業の円滑な推進

長期

一日も早い札幌開業の実現

取組内容

一日も早い札幌開業の実現を目指し、建設事業の円滑な推進に向けた関係機関との協議調整、建設工事や発生
土受け入れに関する地元理解の促進、国等への要望活動、機運醸成のための啓発・ＰＲの実施など様々な取組
を進めていく。
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◎検証（振り返り）

□ 企画 ■ 実施 □ 評価 □ 対象外 ■ 回答 ■ 反映

○ A ● B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

○ A ● B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

● 改善 ○ 現状維持 ○ 休止・廃止

● 拡充 ○ 現状維持 ○ 縮小 ○ その他

千
円

今回の評価

評価の理由
手稲山口市有地は受入地として決定し、地域協議会も定期的に開催しているが、未だ全量の対策土の受入
に必要な受入容量を確保できておらず、全量分の確保に向け引き続き取組を進めていく。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

受入地の全量分の確保に向け、鉄道・運輸機構とともに、引き続き取組を進めていく。また、工事の円滑な実
施に向け、説明会等を適切に開催していく。

予算
山口受入地の跡地利用や追加受入地の地域協議会に関する経費、
円滑な工事に必要な発生土運搬路の道路除排雪費などが必要。 見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

手稲山口受入地で地域協議会を初開催し、地域と継続的な対話を図
ることとなった。 見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

発生土の受入や工事に関し、さらに分かりやすい説明と情報発進に努めていく。
発生土受入地の地域協議会は今後も継続的に実施して地域との対話を図ることで円滑な受け入れを進め
る。

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

発生土受入地説明会、工事説明会は引き続き事業の実施主体である鉄道・運輸機構と協力して
実施していく必要がある。
啓発・ＰＲ活動については、引き続き委託や北海道観光振興機構との連携により取り組んで行く。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

B

工事や発生土受入地に関して、関係者の不安を完全に払しょくする事は難しいが、今後も引き続
き、安全対策等について説明や情報発信を行っていく。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

B

鉄道・運輸機構とともに、手稲山口の市有地について発生土受入地とすることに関する住民説明
会やオープンハウスを開催し、令和３年の６月に受入地として決定した。地域協議会も定期的に
開催している。啓発・ＰＲ活動については、新型コロナウイルスの影響により令和３年までは低調
だったが、令和４年度から徐々に再開している。中央要望については毎年確実に実施している。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
B

各工事に伴う説明会は今後も実施していく。また、発生土受入地に関する地域協議会は今後も継
続的に実施していく。開業まで１０年を切っており、啓発ＰＲについても継続的に実施していく。

項目 判定 理由

2030年度末 2030年度末 2030年度末

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

1 1

成果指標１

指標名 札幌延伸の早期実現

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

2030年度末

30

活動指標２

指標名 中央要望回数

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

1 1

活動指標１

指標名 ＰＲ活動の回数

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

10 25 5


